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はじめに 

 

この報告書は、上尾市街づくり推進条例第２４条の規定に基

づき、市民、事業者及び市のそれぞれが役割と責任を持ち、互

いに尊重して進める「協働型街づくり」の推進状況を明らかに

するため作成しました。 

内容は、令和２年度の街づくり協議会の活動状況や市の支援

状況です。 

 

※上尾市街づくり推進条例第２４条 

(年次報告書による進ちょく状況の公表) 

市長は、前章の規定による支援又は助成を行ったときは、当該支援又

は助成に係る年次報告書を作成し、街づくりの進ちょく状況を公表し

なければならない。 
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ｄ 

 

 

「街づくり協議会」・・・地区の街づくりを総合的かつ計画的に推進する組織。 

 

★地区街づくり協議会（４団体） 
 
上尾道路沿道中新井・堤崎地区街づくり協議会 

エリア 

中新井・堤崎地区 約６．０ｈａ 

 

 

 

代表者 会 長 吉澤 俊雄 

構成員 委 員 ３９名 

設 立 平成２６年４月２３日（準備委員会設立） 

認 定 平成２６年７月１０日 

活動内容 

なし 

市の支援 なし 

今後の予定 
 土地区画整理事業の進捗確認（適宜） 

 事業完了に伴う街づくり協議会の解散予定 

１－１．街づくり協議会の認定（第８条） 

１．街づくり協議会 

さいたま市 

上尾南高校 

行政界 
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弁財地区街づくり協議会 

エリア 

弁財地区 約２３．０ｈａ 

 

 

 

 

代表者 会 長 田中 崇 

構成員 委 員 ４９名 

設 立 平成２７年８月２２日 

認 定 平成２７年８月５日 

活動内容 

 地区計画に基づく面的整備 

 

市の支援 情報の提供など 

今後の予定  面的整備等支援 

 

 

 

コミュニティセンター 

西小学校 富士見小学校 
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上尾富士見団地街づくり協議会 

エリア 

富士見団地地区 約７．８ｈａ 

 

代表者 会 長 安藤 正 

構成員 委 員 ２７名 

設 立 平成２８年９月２５日 

認 定 平成２９年１月１０日 

活動内容 

 団地再生に関わる活動 

・地区計画策定後の団地再生手法の検討 

 団地活性化に関わる活動 

・地域防災活動や空き家問題についての検討 

・団地ホームページの運営 

市の支援 街づくり協議会への助成、専門家の派遣、情報の提供など 

今後の予定 
 団地再生に関わる活動 

 団地活性化に関わる活動 

 

 

市民体育館通り 

鴨川小学校 

鴨川 
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地頭方地区街づくり協議会 

エリア 

地頭方地区 約５７．２ha 

 

 

代表者 会 長 小川 和男 

構成員 委 員 ２０名 

設 立 平成２９年１０月２５日 

認 定 平成２９年１０月２日 

活動内容 

 都市計画変更手続きの進ちょく状況確認 

 市街化調整区域に関する活動 

・持続可能な農地利用の検討方針について（別組織） 

市の支援 街づくり協議会への助成、専門家の派遣、情報の提供など 

今後の予定 
 道路環境改善等支援 

 持続可能な農地利用の検討 
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「街づくり準備会」・・・街づくり協議会を設立しようとする者。 

 

★地区街づくり準備会（１団体） 
 
上尾道路沿道領家東部地区街づくり準備会 

エリア 

大字領家の一部  

 

代表者    

構成員 委 員 １０名 

設 立 令和２年７月１５日 

活動内容 
 街づくり準備会設立 

 勉強会の開催 

市の支援 専門家の派遣、情報の提供など 

今後の予定 

 街づくり協議会設立に向けた勉強会の開催 

 街づくり協議会設立 

 土地利用の検討 

１－２．街づくり準備会 
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 ○上尾富士見団地街づくり協議会           ４5，０００円 

  ＜内訳＞研修費、事務費 

○地頭方地区街づくり協議会             ４５，０００円 

 ＜内訳＞会議費、事務費 

 ※上尾道路沿道中新井・堤崎地区、弁財地区、上尾道路沿道領家東部地区について

は補助金の交付なし 

 

 

 

 

 

 

専門家名 派 遣 先 回 数 

(株)まちづくり研究所 上尾富士見団地街づくり協議会 ５回 

千葉大学 

（丁 志映 氏） 
上尾富士見団地街づくり協議会 ２回 

(株)まちづくり研究所 地頭方地区街づくり協議会 ２回 

昭和（株） 
上尾道路沿道領家東部地区街づくり準

備会 
２回 

 

２．街づくりへの支援 

２－１．街づくり協議会への助成（第２２条 第 2 項） 

２－２．街づくり専門家の派遣（第２３条） 



 

     街づくり協議会位置図 

上尾駅 

北上尾駅 

沼南駅 

原市駅 

東大宮駅 

桶川駅 

宮原駅 

高崎線 

宇都宮線 

ニューシャトル 

丸山駅 

上平公園 

上尾市役所 
弁財地区 

街づくり協議会 

上尾道路沿道    
中新井・堤崎地区 
街づくり協議会 

上尾富士見団地 
街づくり協議会 

地頭方地区 
街づくり協議会 

上尾道路沿道領家
東部地区街づくり 

準備会 

資料１ 資料１ 
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第6章 支援及び助成(第21条―第23条) 

第7章 補則(第24条・第25条) 

附則 

 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この条例は、上尾市都市計画マスタープラン

(上尾市の都市計画部門における効率的な計画や施

策の運用を図るための基本的な方針で平成12年12

月に公表したものをいう。)の方針に沿った協働によ

る街づくりを推進するための制度を定めることに

より、市民、事業者及び市の協働による街づくりの

実現を図ることを目的とする。 

 

(基本理念) 

第2条 街づくりは、市民、事業者及び市の各々が役

割と責任を持ち、互いに尊重して進める協働によっ

て、総合的かつ計画的に進められなければならない。 

 

(定義) 

第3条 この条例において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市民 市内に住所を有する者及び市内の土地

又は建物の所有者その他の利害関係を有する者

をいう。 

(2) 地区住民 地区内の居住者、地区内で事業を営

む者及び地区内の土地又は建物の所有者その他

の利害関係を有する者をいう。 

(3) 事業者 市内における整備、開発又は保全に係

る事業を行う団体又は個人をいう。 

(4) 街づくり 安全で住みやすい快適な環境の整

備、開発及び保全に係る行為をいう。 

(5) 街づくり計画 街づくり協議会が、当該地区住

民の総意を反映して策定する街づくりに関する

計画をいう。 

(6) 街づくり専門家 街づくりに関し深い知識及

び豊富な実務経験を有する者をいう。 

(7) 開発行為 都市計画法(昭和43年法律第100号)

第4条第12項に規定する開発行為をいう。 

(8) 建築 建築基準法(昭和25年法律第201号)第2

条第13号に規定する建築をいう。 

 

(市民の責務) 

第4条 市民は、街づくりに高い関心を持ち、街のあ

り方や街づくりを推進するための施策に係る知識

を身に付け、主体的に街づくりに取り組むよう努め

なければならない。 

2 市民は、市民同士の話合いを大切にし、お互いに

役割、責任及び負担を果たすことにより、街づくり

の実現に努めなければならない。 

 

(事業者の責務) 

第5条 事業者は、協働による街づくり活動を理解し、

技術、情報、資財等を市民及び市に広く提供するよ

う努めなければならない。 

2 事業者は、自らも街づくりに参画し、地域に根ざ

した活動をするよう努めなければならない。 

3 事業者のうち、開発行為又は建築を行おうとする

者は、上尾市都市計画マスタープランその他法令に

基づく土地利用の規制、誘導及び調整について定め

られた計画(以下「都市計画マスタープラン等」とい

う。)並びに街づくり計画を指針として、街づくり協

議会及び市と協力し、街づくり活動を行うよう努め

なければならない。 

 

(市の責務) 

第6条 市は、街づくりの総合的な責任者として、協

働による街づくりの推進体制を整えるものとする。 

上尾市街づくり推進条例（平成16年3月26日 条例第6号） 

 

 

資料２ 



 

 

2 市は、計画の実現段階における事業手法を研究し、

効果的に街づくりを進めるよう努めるものとする。 

3 市は、市民又は事業者による主体的な街づくりに

対しては、要望の調整、開発行為及び建築の指導並

びに情報及び活動の場の提供等について支援する

ものとする。 

 

第2章 街づくり推進会議 

(設置) 

第7条 市民による主体的な街づくりの推進を図るた

め、上尾市街づくり推進会議(以下「街づくり推進会

議」という。)を置く。 

2 街づくり推進会議は、この条例の規定により市長

が街づくり推進会議の意見を聴くこととされる事

項について調査審議する。 

3 街づくり推進会議は、街づくりに関する事項につ

いて、市長に提案をすることができる。 

4 街づくり推進会議は、委員15人以内で組織する。 

5 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、

又は任命する。 

(1) 識見を有する者 

(2) 関係団体を代表する者 

(3) 市民(市内に住所を有するものに限る。)で一般

公募により選考したもの 

(4) 市職員 

6 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の

任期は、前任者の残任期間とする。 

7 委員は、委嘱され、又は任命された時における当

該身分を失ったときは、その職を失う。 

8 委員は、再任されることができる。 

9 前各項に定めるもののほか、街づくり推進会議の

運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

第3章 街づくり協議会 

(街づくり協議会の認定) 

第8条 市長は、次に掲げる要件のいずれにも該当す

ると認められる地区住民によって設立された団体

を街づくり協議会として認定することができる。 

(1) 地区住民の複数の参加により設立されている

こと。 

(2) 街づくり協議会の設立に係る土地の区域が一

体として整備し、開発し、又は保全する必要があ

ると認められること。 

(3) 街づくり協議会の設立に係る土地の区域が規

則で定める面積以上であること。 

(4) その活動について地区住民の大多数の支持が

得られていること。 

2 前項の規定による認定を受けようとする者は、規

則で定めるところにより、市長に申請しなければな

らない。 

3 市長は、第1項の規定による認定をしようとすると

きは、あらかじめ、街づくり推進会議の意見を聴か

なければならない。 

 

(街づくり協議会の変更等の届出) 

第9条 街づくり協議会は、前条第2項の規定による申

請の内容に変更があったとき又は解散したときは、

規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出

なければならない。 

 

(街づくり協議会の認定の取消し) 

第10条 市長は、街づくり協議会が次の各号のいずれ

かに該当する場合は、その認定を取り消すことがで

きる。 

(1) 第8条第1項各号に掲げる要件のいずれかに該

当しなくなったとき。 

(2) 活動に関して著しく不当な行為をしたとき。 

2 第8条第3項の規定は、前項の規定による認定の取

消しをしようとするときについて準用する。 

 

第4章 街づくり計画 

(街づくり計画の原案の提出) 

第11条 街づくり協議会は、規則で定めるところによ

り、街づくり計画の原案を市長に提出することがで



 

 

きる。 

2 前項の街づくり計画の原案に係る土地の区域は、

規則で定める面積以上でなければならない。 

3 街づくり計画の原案は、当該地区住民の大多数の

支持が得られたものでなければならない。 

 

(街づくり計画の承認) 

第12条 市長は、前条第1項の規定により街づくり協

議会から提出された街づくり計画の原案が、都市計

画マスタープラン等に整合しているかを審査し、整

合していると認めるときは、街づくり計画の案とす

るものとする。 

2 市長は、前項の街づくり計画の案を街づくり計画

として承認しようとするときは、その旨を告示し、

当該街づくり計画の案を告示の日から2週間縦覧に

供しなければならない。 

3 前項の規定による告示があったときは、市民は、

前項の縦覧期間満了の日までに、縦覧に供された街

づくり計画の案について、市長に意見書を提出する

ことができる。 

4 第8条第3項の規定は、第2項の規定による縦覧が終

了した時において、第1項の街づくり計画の案を街

づくり計画として承認しようとするときについて

準用する。 

5 市長は、街づくり計画を承認したときは、その旨

を告示しなければならない。 

 

(街づくり計画の変更の届出) 

第13条 街づくり協議会は、街づくり計画を変更する

必要が生じたときは、規則で定めるところにより、

その変更すべき内容を市長に届け出なければなら

ない。 

 

(街づくり計画の承認の取消し) 

第14条 市長は、次に掲げる場合は、街づくり計画の

承認を取り消すことができる。 

(1) 第10条第1項の規定により当該街づくり計画の

原案を提出した街づくり協議会の認定を取り消

した場合において、当該街づくり計画を維持する

必要がないと認めるとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、街づくり計画を維持

する必要がないと認めるとき。 

2 第8条第3項の規定は前項の規定による承認の取消

しをしようとするときについて、第12条第5項の規

定は前項の規定による承認の取消しをしたときに

ついて準用する。 

 

(街づくり計画の尊重) 

第15条 市長は、街づくりを推進するための施策の策

定及び実施に当たっては、街づくり計画を尊重しな

ければならない。 

 

(街づくりの推進を図るための法制度の活用) 

第16条 街づくり協議会及び市長は、街づくりの推進

を図るため、地区計画(都市計画法第12条の4第1項

第1号に掲げる地区計画をいう。)、建築協定(建築基

準法第69条に規定する建築協定をいう。)その他街

づくりに関する法制度の活用に努めなければなら

ない。 

 

第5章 街づくり協定 

(街づくり協定の締結) 

第17条 街づくり協議会は、市と次に掲げる事項を内

容とする街づくり協定を締結することができる。 

(1) 街づくり協議会の名称並びに代表者の住所及

び氏名 

(2) 街づくり協定の締結の対象となる地区の位置

及び区域 

(3) 街づくり協定の締結の対象となる地区の街づ

くりの目標及び方針その他街づくりを推進する

ために必要な事項 

2 街づくり協議会は、市と街づくり協定を締結しよ

うとするときは、街づくり計画に係る区域内の土地

の所有者及び借地権者の総数の3分の2以上の同意



 

 

を得、かつ、同意した者の所有地及び借地の地積の

合計が土地の総地積及び借地の総地積の合計の3分

の2以上であることを証する書面を市長に提出しな

ければならない。 

3 第8条第3項の規定は第1項の規定による街づくり

協定の締結をしようとするときについて、第12条第

5項の規定は第1項の規定による街づくり協定の締

結をしたときについて準用する。 

 

(街づくり協定の締結の取消し) 

第18条 市長は、次に掲げる場合は、街づくり協定の

締結を取り消すことができる。 

(1) 第10条第1項の規定により当該街づくり計画の

原案を提出した街づくり協議会の認定を取り消

した場合において、当該街づくり協定を維持する

必要がないと認めるとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、街づくり協定を維持

する必要がないと認めるとき。 

2 第8条第3項の規定は前項の規定による街づくり協

定の締結の取消しをしようとするときについて、第

12条第5項の規定は前項の規定による街づくり協定

の締結の取消しをしたときについて準用する。 

 

(街づくり協定の内容に適合した開発行為及び建築) 

第19条 街づくり協定に係る区域内で開発行為又は

建築を行おうとする者は、これらの行為を街づくり

協定の内容に適合して行うよう努めなければなら

ない。 

 

(街づくり協定区域内における開発行為及び建築物

等の新築等の届出及び協議) 

第20条 街づくり協定に係る区域内において次に掲

げる行為を行おうとする者は、規則で定めるところ

により、その内容を市長に届け出なければならない。 

(1) 土地の区画形質又は用途の変更 

(2) 建築物その他の工作物の新築、増築若しくは改

築又は用途の変更 

(3) その他街づくりの推進に影響を及ぼすおそれ

のある行為 

2 市長は、前項の規定による届出があった場合にお

いて、当該届出に係る行為が街づくり協定に整合し

ないと認めるときは、当該届出をした者と必要な協

議を行わなければならない。 

3 市長は、前項の協議を行う場合において、必要が

あるときは、街づくり推進会議の意見を聴くことが

できる。 

 

第6章 支援及び助成 

(街づくり協議会を設立しようとする者に対する支

援等) 

第21条 市長は、街づくり協議会を設立するために必

要な行為を行うと認める者に対し、街づくりに関す

る技術的な支援及び情報の提供を行う。 

2 市は、必要があると認めるときは、街づくり協議

会を設立しようとする者に対し、それに要する経費

の一部をおおむね2年を限度として助成するものと

する。 

 

(街づくり協議会に対する支援等) 

第22条 市長は、街づくり協議会に対して、街づくり

に関する技術的な支援及び情報の提供を行う。 

2 市は、必要があると認めるときは、街づくり協議

会に対し、その運営に要する経費の一部をおおむね

5年を限度として助成するものとする。 

 

(街づくり専門家の派遣) 

第23条 市長は、次に掲げる場合は、規則で定めると

ころにより、街づくり専門家を派遣することができ

る。 

(1) 地区住民が街づくり協議会を設立するために

必要な行為を行っているとき。 

(2) 街づくり協議会が街づくり計画の原案を策定

しようとするとき。 

(3) 街づくり協議会が街づくり計画に基づき街づ



 

 

くり事業を行おうとするとき。 

(4) 前3号に掲げる場合のほか、市長が必要と認め

るとき。 

 

第7章 補則 

(年次報告書による進ちょく状況の公表) 

第24条 市長は、前章の規定による支援又は助成を行

ったときは、当該支援又は助成に係る年次報告書を

作成し、街づくりの進ちょく状況を公表しなければ

ならない。 

 

(委任) 

第25条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成16年4月1日から施行する。 

(上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例の一部改正) 

2 上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例(昭和31年上尾市条例第17号)の

一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

令和２年度上尾富士見団地街づくり協議会活動記録 

年 月 日 会議名 内   容 

令和２年４月１９日 
第５回総会 

（書面総会） 

・第１号議案  平成３１年度事業報告 

・第２号議案  平成３１年度決算報告 

・第３号議案  令和２年度事業計画（案） 

・第４号議案  令和２年度予算（案） 

令和２年６月２０日 第２２回会議 
（１）（仮称）団地再生構想について検討 

（２）各部会による検討・協議 

令和２年７月１８日 第２３回会議 
（１） （仮称）団地再生構想の目的と進め方の検討 

（２） 各部会による検討・協議 

令和２年８月２９日 第２４回会議 各部会による検討・協議 

令和２年１０月１７日 第２５回会議 

（１）講演 タウンマネジメントについて 

千葉大学工学部 丁先生 

（２）各部会による検討・協議 

令和２年１１月２１日 第２６回会議 各部会による検討・協議 

令和３年３月２７日 幹事会 次年度の計画及び総会の開催の検討・協議 

 

 

資料３ 



 

 

令和２年度地頭方地区街づくり協議会活動記録 

年 月 日 会議名 内   容 

令和２年４月２２日 
第４回定期総会 

（書面開催） 

・平成３１年度 事業報告について 

・平成３１年度 収支決算について 

・令和２年度 事業計画（案）について 

・令和２年度 収支予算（案）について 

・市に提出する協議会案について 

令和２年７月２２日 第２６回協議会 

・住民説明会の中止と、代替措置について  

・今後の都市計画決定（変更）手続きについて 

・その他事業について 

 - 道路環境改善対象路線について（官民協働事業） 

 - 地区で行うことについて 

 - 協議会のあゆみ（パンフレット）作成について 

令和２年１１月２５日 第２７回協議会 

・１６条縦覧及び説明公聴会の開催結果について  

・今後の都市計画決定（変更）手続きについて 

・協議会のあゆみ（パンフレット）作成について 

令和３年２月２４日 
第２８回協議会 

（書面開催） 

・１７条縦覧及び都市計画審議会の開催結果について 

・今後の都市計画決定（変更）手続きについて 

・協議会のあゆみ（パンフレット）作成について 

     

 

令和２年度上尾道路沿道領家東部地区街づくり準備会活動記録 

年 月 日 会議名 内   容 

令和２年７月１５日 役員会 
・街づくり準備会設立 

（街づくり協議会設立の前段） 

令和２年９月３０日 第１回勉強会 

・アドバイザーの紹介 

・産業系土地区画整理事業の事例紹介 

・土地利用に関する意見交換 

令和２年１１月２０日 第２回勉強会 ・土地利用構想案の提案と意見交換 

 


